
「県有施設への電気自動車用充電設備導入事業」 

仕様書 

 

１．事業目的 

本県は、令和３年１２月に「徳島県版・脱炭素ロードマップ」を策定し、脱炭素 

化を加速する重点施策のひとつとして、「ゼロ・カーボンドライブ」を掲げており、

県有施設へ電気自動車用充電設備を導入することで、電気自動車（以下、「ＥＶ」と

いう。）の利用環境の整備を行うことを目的とする。 

 

２．事業概要 

（１）事業名 

  県有施設への電気自動車用充電設備導入事業（以下、「本事業」という。） 

（２）事業の内容 

本事業は、県が所有する施設の駐車場を活用し、ＥＶが利用可能な充電設備（配

線等の附帯設備等を含む。以下、「ＥＶ充電設備等」という。）を整備する。 

なお、ＥＶ充電設備等の設計、設置工事、維持管理、充電設備の利用システム等

の整備及び運用、撤去に係る一切の費用は、事業者の負担とする。 

   

ア 事業者は各施設を使用するにあたり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２３８条の４第７項に基づく行政財産の目的外使用許可を受けること。 

  なお、事業期間中の使用に伴う施設使用料金等は徳島県行政財産使用料条例

（昭和３９年条例１１号）に基づき、事業者が負担すること。ＥＶ充電設備等

の土地使用面積は１０平方メートル未満とすること。 

イ 県有施設の設置場所が市町村有地である場合は、土地所有者と調整の上、土

地所有者が指定する所定の手続を行うこと。 

ウ 事業者は、対象施設の駐車場にＥＶ充電設備等を設置すること。なお、設置

の際は施設の駐車場区画等を十分に考慮し、施設の運用・維持管理等に支障を

きたすことのないようＥＶ充電設備等の規模を検討するものとする。 

エ 本事業の実施に伴い国の補助事業を活用する場合は、事業者により申請等を 

行い、補助事業の条件に適応した内容で実施するものとする。 

オ 事業者は、利用者から利用料を徴収し、利用料金については、事業者が決定 

するものとする。 

カ 充電設備の種類については、普通充電器（出力６ｋＷ以上）とする。なお、 

充電時の電力については、原則事業者が、新規に電線引込工事を行った上で、 

小売電気事業者と電力供給契約を締結することにより、直接調達すること。 

 ただし、上記工事が実施できない場合、県がＥＶ充電設備等の利用に必要な 

電力を提供し、事業者が当該使用電力分の電気料金相当額を県に対して精算す 

る際はこの限りでない。 

  キ 耐用年数を経過している既設のＥＶ充電設備等については、事業者において、 

既設置設備の撤去にかかる費用を負担し、積極的に入替えを検討すること。 

 



３．ＥＶ充電設備等を設置する候補施設 

  別表「対象施設（予定）」のとおり。 

 

４．本事業の実施期間 

（１）事業期間 

  協定を締結した日からＥＶ充電設備等の撤去完了日までとする。 

 

（２）運用開始時期 

  ＥＶ充電設備等の運用を開始する時期は令和６年度中とし、県と事業者との協

議により決定するものとする。 

 

（３）運用期間 

運用期間は、ＥＶ充電設備等の運用を開始した日から起算して最低８年間と 

し、運用期間中は事業者の責任において、ＥＶ充電設備等の維持管理及び運営を 

行うものとする。ただし、双方の協議により、運用期間を延長することとなった 

場合は、この限りではない。 

 

（４）運用終了後 

事業期間終了後の行政財産の使用期間は１年以内とし、その間に設備の撤去工事 

を完了し、原状回復しなければならない。 

 

５．本事業の実施に伴う条件等 

（１）ＥＶ充電設備等の設計・整備、運用管理、保守メンテナンス等、ＥＶ充電 

設備等の運用に係る一切を事業者の負担により行う。また、第三者との間におけ

る紛争等に関しては、事業者として責任ある立場で解決するものとし、県は一切

の責任を負わない。 

（２）ＥＶ充電設備等の整備等に係る各種の手続きに要する費用は、事業者の負担 

とする。 

（３）ＥＶ充電設備等の整備にあたっては、事業者は、事前にＥＶ充電設備等の 

仕様、施工方法等を記した施工計画書を県に提出し、県の承諾を得るものと 

する。 

（４）設置工事は、施設の運用を維持したまま行うものとし、やむを得ず停電作業 

等が必要な場合は、事前に県と協議を行うものとする。 

（５）本事業を実施するにあたり、事業者が県との間に取り交わす協定に定める 

義務を履行しない場合には、協定を解除することがある。この場合、事業者の 

責任と負担により速やかに原状回復すること。 

（６）事業者は、ＥＶ充電設備等の事業期間中に事故や障害等が発生した場合は、

速やかに県に連絡した上で対応し、その結果を県に報告しなければならない。ま

た、県や利用者から事故等の連絡を受けた場合についても同様である。 

（７）事業者は、施設の建築物や電気系統に損傷又は損害を与えた場合やＥＶ充電

設備等の整備及び管理に関する県との合意事項等（協定書、行政財産使用許可書

等において定める事項）に適合していないことにより施設等に損害を与えた場合



その他事業者の責めに帰すべき事由により県または第三者が損害を被った場合

は、事業者がその損害を賠償する義務を負う。 

（８）事業者は、本事業を継続できなくなった場合は、県が適切と認めた新たな事 

業者に権利及び義務を継承させることができる。 

（９）事業者は、関係法令等を遵守するものとする。 

（10）事業者からの企画提案内容が達成できないことによる県の損失は、原則として、 

事業者の負担とする。 

（11）事業者は、事業の進行に合わせて、適宜県と協議・打合せを行い、その記録を 

   議事録として作成し、相互に確認したものを県に提出すること。 

（12）事業者は、設置したＥＶ充電設備等の利用状況を毎年県に報告すること。 

（13）事業者は、業務上知り得た内容、情報等を第三者に漏らしてはならない。事業 

終了後も同様とする。 

（14）本仕様書に定める事項に疑義が生じたとき又は定めのない事象が発生したとき 

は、県と協議の上、決定する。 



別表 

 

対象施設（予定） 

No 施設名称 所 在 地 リプレイス 

１ 南部防災館 海部郡海部郡海陽町浅川西福良 43 ○ 

２  動物愛護管理センター 名西郡神山町阿野長谷 333  

３ 障がい者交流プラザ 徳島市南矢三町 2丁目 1-59  

４ あすたむらんど徳島 板野郡板野町那東字キビガ谷 45-22  

５ 
産業観光交流センター 
（アスティとくしま） 

徳島市山城町東浜傍示 1-1 
 

６ 美馬野外交流の郷 美馬市美馬町境目 39-10  

７ 中央テクノスクール 徳島市南末広町 5-23-64  

８ 西部テクノスクール 美馬郡つるぎ町貞光字東浦 128-4  

９ 南部テクノスクール 阿南市桑野町岡元 109-1  

10 
農林水産総合技術支援 

センター 
名西郡石井町石井字石井 1660 

 

11 木材利用創造センター 徳島市南庄町 5丁目 1-9  

※リプレイス欄に「○」が付いているものは、耐用年数を経過している 

既存のＥＶ充電設備有り。 

 


